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規 則

　北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める条例施行規則の一部
を改正する規則をここに公布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道　
北海道規則第54号
　　　�北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める条例施行規則の

一部を改正する規則

　北海道認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営の基準を定める条例施行規則（平成
26年北海道規則第84号）の一部を次のように改正する。
　第３条第３項中「第５条第４項ただし書」を「第５条第５項ただし書」に改める。
　第４条第２項及び第３項中「主幹養護教諭」の次に「、主務養護教諭」を加え、同条第５
項中「及び次項」を「、次項及び第９項」に改め、同条第６項の表第２項の項の前に次のよ
うに加える。

条例第
５条第
４項

条例第５条第１項の規定により置かなければ
ならない保育士

特定理学療法士等

第４条に次の１項を加える。
９�　条例第５条第４項の規定及び第５項の規定により特定理学療法士等及び看護師等のいず
れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって当該認定こども園の保
育士（同条第４項ただし書の規定による支援を行う職員を除く。）による支援を受けるこ
とができる体制を確保しなければならない。

　第８条第１項中「第13条第５項」を「第13条第６項」に改め、「指導保育教諭」の次に	
「、主務保育教諭」を加え、同条第２項中「第13条第６項ただし書」を「第13条第７項ただ
し書」に改め、同条第３項第２号中「主幹養護教諭」の次に「、主務養護教諭」を加える。
　第９条第１項中「同条第４項」を「同条第５項」に改め、同条第２項中「主幹養護教諭」
の次に「、主務養護教諭」を加え、同条第４項中「まで」の次に「及び第９項」を加え、同	
条第６項中「第２項から」を「条例第13条第４項の規定及び第２項から」に改め、「につい	
て」の次に「特定理学療法士等、」を、「当該」の次に「特定理学療法士等、」を加え、	
「条例第13条第１項」を「同条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。
９�　条例第13条第４項の規定及び第４項の規定により特定理学療法士等及び看護師等のいず
れもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって同条第３項に定める職
員（同条第４項ただし書の規定による支援を行う職員を除く。）による支援を受けること
ができる体制を確保しなければならない。

　第12条中「第14条第６項」を「第14条第７項」に改める。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　北海道児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する
規則をここに公布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道　
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北海道規則第55号
　　　�北海道児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正

する規則
　北海道児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年北海道
規則第20号）の一部を次のように改正する。
　第13条第４項中「前２項又は附則第８項」を「条例第47条第３項又は前２項若しくは附則
第８項」に、「保育士の数（前２項の規定の適用がないとした場合の条例第47条第２項の規
定により算定されるものをいう。）」を「前２項の規定の適用がないものとした場合の同条
第２項の規定により算定される保育士の数」に改め、同条に次の２項を加える。
７�　条例第47条第３項の規則で定める者は、第13条第２項若しくは第３項又は附則第８項の
規定により保育士とみなされる者とする。
８�　条例第47条第３項及び附則第８項の規定により特定理学療法士等及び同項に規定する看
護師等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保
育所の保育士（同条第３項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援
を受けることができる体制を確保しなければならない。
　附則第８項中「限って」を「限り」に改め、同項ただし書中「保育士」の次に「（同条第
３項の規定又は第13条第２項若しくは第３項の規定により保育士とみなされる者及び条例第
47条第３項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）」を加える。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

告 示

北海道告示第337号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質に
よって汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない
区域（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。
　　令和８年７月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　形質変更時要届出区域　　釧路市北斗２番78、２番80及び２番82（次の図のとおり）
２　特定有害物質の種類　�　砒

ひ

素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、ほう素及びそ
の化合物

　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道環境生活部環境保全局循環型社会推進課に備
え置いて縦覧に供する。）

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁石狩教育局告示第56号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年７月14日
	 北海道教育庁石狩教育局長　行　徳　義　朗　
１　入札に付する事項
⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　パーソナルコンピュータ（北海道有朋高等学校教務用）　　３台
⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
⑶　納 入 期 日　　令和８年10月30日（金）
⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。

２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の購入の資格を有すること。
⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
⑶　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
いこと。

⑷　当該調達をする物品等に関し、仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した
者であること。

３　条件付一般競争入札参加資格の審査
⑴　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。
ア　申 請 の 時 期　�　令和８年７月15日（水）から同月30日（木）まで（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060−8549　札幌市中央区北３条西７丁目
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　　　　　　　　　　　　　　北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所

北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
５　入札執行の場所及び日時
⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁本庁舎塔屋共用２号

会議室（送付による場合は、郵便番号 060−8549　札幌市中央
区北３条西７丁目　北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援
室）

⑵　入 札 日 時　�　令和８年８月26日（水）午前９時30分（送付による場合
は、同月25日午後４時までに必着）

⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項

この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
⑴　名 称 及 び 数 量　　学習用システムパーソナルコンピュータの賃貸借
⑵　予 定 時 期　　令和８年７月頃
８　入札説明書の交付に関する事項
⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　�　なお、北海道教育庁石狩教育局のホームページ（https://

www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ikk）においてダウンロー
ドすることができる。

９　落札者の決定方法及び請書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のア及び３の⑵による。
10　落札者と契約の締結を行わない場合

落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　そ の 他

平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑸、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。
契約に関する事務を担当する組織

⑴　名 称　　北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
⑵　所 在 地　　郵便番号 060−8549　札幌市中央区北３条西７丁目
⑶　電 話 番 号　　011−204−5872

12　Summary
　Ａ　�Nature and quantity of the products to be procured : Personal computers (for 

teaching) 3 units
　Ｂ　Bid tendering date and time : 9 : 30 A.M., August 26, 2026
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 4 : 00 P.M., August 25, 2026)
　Ｃ　�Contact : Office of Prefectural School Spending Management, Ishikari District 

Bureau of Education, Hokkaido, Office of Education, Kita 3-jo Nishi 7-chome, Chuo-ku, 	
Sapporo 060-8549 Japan

　　　Phone : 011-204-5872

道 人 事 委 員 会 規 則

　北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨　
北海道人事委員会規則７－1514
　　　北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則
　北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－27）の一部を
次のように改正する。
　第９条の２の次に次の１条を加える。
　（危険鳥獣捕獲等作業手当）
第�９条の３　条例第12条の９第１項に規定する人事委員会規則で定める作業は、次に掲げる
作業とする。
⑴　危険鳥獣（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88
号。以下この条において「鳥獣保護管理法」という。）第２条第６項に規定する危険鳥
獣をいう。以下この条において同じ。）の殺傷及び追い払い並びにこれらに相当するも
のとして人事委員会が定める作業

⑵　鳥獣保護管理法第２条第７項に規定するわなの設置及び撤去
⑶　鳥獣保護管理法第34条の２第１項に規定する銃猟その他の危険鳥獣の捕獲又は殺傷を
目的とする業務に係る補助的な作業であって人事委員会が定めるもの

⑷　危険鳥獣による人身被害の発生した地域において行う作業その他の危険鳥獣に遭遇す
る危険性が高いものとして人事委員会が定める作業
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２�　条例第12条の９第２項に規定する人事委員会規則で定める額は、その従事した日１日に
つき、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
⑴　条例第12条の９第１項に規定する捕獲（鳥獣保護管理法第２条第７項に規定する銃器
を用いて行うものに限る。）及び前項第１号に掲げる作業　２万円
⑵　前項第２号から第４号までに掲げる作業　1,440円
第15条第１項を次のように改める。
　条例第30条第１項に規定する人事委員会規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。
⑴　条例第30条第１項各号に掲げる手当の支給を受ける職員が条例第12条の９第１項に規
定する作業に従事した場合
⑵　社会福祉業務手当の支給を受ける職員が条例第17条第１項第３号に規定する作業に従
事した場合
⑶　職員が従事した業務の内容を考慮して人事委員会が認める場合
第15条第２項の表中
「

」
を
「

」
に改める。
　第17条第１項中「第９条から第11条まで、第12条、第12条の２」を「第９条から第12条の
２まで」に、「第12条の８」を「第12条の９」に改める。
　　　附　則
１　この規則は、公布の日から施行する。
２�　この規則による改正後の北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則第９条の３第１
項第２号から第４号までに規定する作業には、令和８年６月16日からこの規則の施行の日
の前日までの間に行われたこれらの規定に規定する作業を含むものとする。

災害応急作業等手当 道路上等作業手当
高所等作業手当

災害応急作業等手当 道路上等作業手当
高所等作業手当

危険鳥獣捕獲等作業手当 道路上等作業手当
高所等作業手当
災害応急作業等手当
山上等作業手当
防疫救治作業手当（条例第17条第１項第４
号に規定する作業に係るものに限る。）

　北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公
布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨　
北海道人事委員会規則７－1515
　　　北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則
　北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－29）
の一部を次のように改正する。
　第６条の６を第６条の７とし、第６条の５の次に次の１条を加える。
　（危険鳥獣捕獲等作業手当）
第�６条の６　条例第７条の10第１項に規定する人事委員会規則で定める作業は、次に掲げる
作業とする。
⑴　危険鳥獣（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88
号）第２条第６項に規定する危険鳥獣をいう。次号において同じ。）の殺傷及び追い払
い

⑵　危険鳥獣の出没現場等において実施する地域住民の安全確保のための作業であっ
て、人事委員会が定めるもの（前号に該当する作業を除く。）

２�　条例第７条の10第２項に規定する人事委員会規則で定める額は、その従事した日１日に
つき、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
⑴　条例第７条の10第１項に規定する捕獲及び前項第１号に掲げる作業　5,200円
⑵　前項第２号に掲げる作業　1,100円

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の北海道地方警察職員の特殊勤
務手当の支給に関する規則第６条の６の規定は、令和８年４月１日から適用する。

　住居手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨　
北海道人事委員会規則７－1516
　　　住居手当に関する規則の一部を改正する規則
　住居手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－354）の一部を次のように改正する。
　第２条の３を次のように改める。
　（権衡職員の範囲）
第�２条の３　道職員給与条例第10条の５第１項第２号、学校職員給与条例第10条の２の３第
１項第２号及び警察職員給与条例第12条の４第１項第２号に規定する人事委員会規則で定
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める職員は、次に掲げる職員とする。
⑴　単身赴任手当に関する規則（北海道人事委員会規則７―754）第５条第２項に該当す
る職員で、同項第２号に規定する満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ
る子が居住するための住宅として、同号に規定する異動又は部局の移転（新たに給料表
の適用を受ける職員となった者にあっては当該適用、同規則第５条第２項第６号に掲げ
る事由が発生した職員にあっては当該事由の発生。第３号において同じ。）の直前の住
居であった住宅（道職員給与条例第10条の５第１項第１号、学校職員給与条例第10条の
２の３第１項第１号及び警察職員給与条例第12条の４第１項第１号に規定する公宅並び
に前条に規定する職員宿舎及び住宅を除く。）又はこれに準ずるものとして人事委員会
の定める住宅を借り受け、月額１万3,000円を超える家賃を支払っているもの
⑵　北海道職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和31年北海道条例第66号）第29条の３に
規定する海外事務所勤務手当（その額の算定に在外公館の名称及び位置並びに在外公館
に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号）の規定による在外単
身赴任手当の額に相当する額が含まれる場合に限る。）の支給を受ける職員（次号にお
いて「海外事務所勤務手当受給職員」という。）で、配偶者が居住するための住宅（道
職員給与条例第10条の５第１項第１号に規定する公宅並びに前条に規定する職員宿舎及
び住宅を除く。）を借り受け、月額１万3,000円を超える家賃を支払っているもの
⑶　海外事務所勤務手当受給職員で、満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間に
ある子が居住するための住宅として、単身赴任手当に関する規則第５条第２項第２号に
規定する異動又は部局の移転の直前の住居であった住宅（道職員給与条例第10条の５第
１項第１号に規定する公宅並びに前条に規定する職員宿舎及び住宅を除く。）又はこれ
に準ずるものとして人事委員会の定める住宅を借り受け、月額１万3,000円を超える家
賃を支払っているもの

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の住居手当に関する規則第２条
の３第２号及び第３号の規定は、令和８年４月１日から適用する。

　外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則の一部を改
正する規則をここに公布する。
　　令和８年７月14日
	 北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨　
北海道人事委員会規則16－46
　　　�外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則の一部

を改正する規則
　外国の地方公共団体の機関等に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則（北海道人

事委員会規則16－０）の一部を次のように改正する。
　第３条第１項中「及び期末手当」を「及び期末手当（第７項第３号において「給料等」と
いう。）」に改め、同項第１号中「（当該職員が派遣日の属する月の初日から派遣先の機関
の所在する国に所在する大使館に勤務する外務公務員（以下「所在国勤務の外務公務員」と
いう。）であるものとした場合に在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公
務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号。以下「外務公務員給与法」という。）の規
定により配偶者手当が支給されることとなる職員については、配偶者に係る分を除く。）」
を削り、「算定される給料、扶養手当」の次に「、住居手当」を加え、「所在国勤務の外務
公務員」を「派遣先の機関の所在する国に所在する大使館に勤務する外務公務員（以下「所
在国勤務の外務公務員」という。）」に、「外務公務員給与法」を「在外公館の名称及び位
置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法律第93号）」に、
「住居手当及び配偶者手当」を「在外住居手当、同行配偶者手当、同行子女手当及び在外単
身赴任手当」に改め、同条第４項中「為替相場」の次に「（当該前日に外国為替市場が開か
れていないときは、その直前の外国為替市場が開かれる日の為替相場）」を加え、同条第７
項第２号中「在勤基本手当」の次に「、在外住居手当、同行配偶者手当、同行子女手当又は
在外単身赴任手当」を加え、同項に次の１号を加える。
⑶　給料等の額
第３条第８項を削る。

　附則第７条第２項中「及び第８項」を削り、「同条第７項中」を「同項中」に改め、「と、
第３条第８項中「若しくは前項」とあるのは「、前項若しくは附則第７条第１項」」を削る。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の外国の地方公共団体の機関等
に派遣される北海道職員等の処遇等に関する規則の規定は、令和８年４月１日から適用す
る。

道 労 働 委 員 会 告 示

北海道労働委員会告示第１号
　当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）第５条
第２項の規定に基づき、同法第３条第４号の職員が結成し、又は加入する労働組合につい
て、職員のうち労働組合法（昭和24年法律第174号）第２条第１号に規定する者の範囲を令
和８年６月26日認定したので、次のとおり告示する。
　　令和８年７月14日
	 北海道労働委員会会長　山　下　史　生
　北海道道立病院局の職員が結成し、又は加入する自治労北海道立病院労働組合について
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は、次の表に掲げる者

勤 務 箇 所 職 名

本 　 局

道立病院部長
次長
医療指導参事
課長
課長補佐
主幹
総務課の総括に係る事務を担当する主査
総務課の人事に係る事務を担当する係長
総務課の予算に係る事務を担当する係長

江 差 病 院
北 見 病 院
羽 幌 病 院
緑 ヶ 丘 病 院
向 陽 ヶ 丘 病 院

院長
副院長
事務長
課長
副総看護師長

子ども総合医療・療育センター

センター長
事務長
副センター長
企画総務課長
室長
部長
主幹
リハビリテーション課長
地域連携課長
副看護部長

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第429号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年７月14日
	 北海道警察本部長　友　井　昌　宏　
１　落札に係る物品等の名称及び数量

　⑴　インクカートリッジ（ブラック）	 727個
　⑵　インクカートリッジ（シアン）	 676個
　⑶　インクカートリッジ（マゼンタ）	 682個
　⑷　インクカートリッジ（イエロー）	 753個
　⑸　インクカートリッジ（ライトシアン）	 710個
　⑹　インクカートリッジ（ライトマゼンタ）　　751個
　⑺　連続写真用紙（２ロール入）	 1,727箱
２　落札を決定した日
　　令和８年６月29日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　株式会社ＨＢＡ
　⑵　住　所　　札幌市中央区北４条西７丁目１番地８
４　落札金額
　　19,101,764円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年５月19日付け北海道警察本部告示第292号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北２条西７丁目
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